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国民健康保険税条例の一部改正（案）について【諮問事項】 

 

１ 令和２年度の国民健康保険税率について 

第１回国民健康保険運営協議会（令和元年１２月２０日開催）に諮問した「令和２年度の国民健康保険税率（案）」について、答申さ

れた事項を踏まえ、令和２年度の国民健康保険税率（案）を次のとおり設定した。 

 

（１）国民健康保険税率（案）の考え方 
 

① 資産割の廃止 

廃止に伴う被保険者の国民健康保険税の急変を回避するため、３年間の経過期間を設けて廃止する。 

令和２年度は３年目になるため、資産割の税率を廃止する。 

② 平等割 

国保世帯の負担増を回避するため、平成３０年度から令和２年度までは、平成２９年度の税率を維持する。 

③ 応能応益の割合 

概ね『５５：４５』になるよう所得割、均等割を段階的（概ね３年間：平成３０年度～令和２年度）に改正する。 

令和２年度は概ね『５５：４５』になるよう所得割、均等割を改正する。 

④ 賦課総額 

県から示された国民健康保険事業費納付金や標準保険料率による賦課総額の試算結果を踏まえると、国保税による収入が

2,000 万円以上不足するため、令和２年度の賦課総額を上限４％として改定する。 
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（２）令和２年度の国民健康保険税率（案） 
 

令和２年度の国保税率（案）で試算した賦課総額は 3億 8,403 万円（対Ｈ31 年度比 3.9％増）となり、また、一人当たりの調定額

は 103,536 円（対前年度比 3,617 円 3.6％増）となる。 

 

税率 割合 税率 割合 税率 割合

所得割 5.89% 5.72% 6.20%

資産割 ― 6.60% 0.00%

均等割 24,118円 22,400円 24,400円

平等割 16,814円 19,700円 19,700円

所得割 2.11% 1.87% 2.06%

資産割 ― 2.40% 0.00%

均等割 8,502円 7,300円 7,900円

平等割 5,927円 7,000円 7,000円

所得割 1.96% 1.30% 1.43%

資産割 ― 1.50% 0.00%

均等割 10,115円 7,600円 8,000円

平等割 5,145円 5,300円 5,300円

＋14,447,000円 (+3.9%)

▲25,483,000円 ▲11,036,000円

＋12,105,000円 (+3.6%)

▲22,657,000円 ▲10,552,000円

＋3,617円 (+3.6%)

▲6,769円 ▲3,153円

被保険者数（一般） 3,347人

（※２）調定額は賦課総額から軽減額を控除した額

対標準保険料率 ―

標準保険料率（本算定）

56.3

43.7

H31年度（現行） R2年度（案）

103,536円

334,430,000円 346,535,000円

55.7

44.3

54.0

―

99,919円

―

―

56.0

369,590,000円 384,037,000円

46.0

44.0

（※１）令和元年９月末現在の被保険者データで試算　

区分

54.5

45.5

56.1

43.9

55.6

44.4

賦課総額（一般）（※１）

医
療

後
期

調定額（一般）（※２）

対前年度

介
護

対前年度

一人当たりの調定額

56.2

43.8

57.7

42.4

395,073,000円

―

357,087,000円

―

106,689円

―

対標準保険料率 ―

対前年度

対標準保険料率 ―
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（３）国民健康保険税率改定に伴う各モデル世帯の影響額  

 

現行との
比較

1
～39歳【1人世帯】
　所得0万円（給与収入65万円以下）
　固定資産税なし

56世帯 (2.8%) 16,800円 17,600円 ＋800円

2
40～64歳【1人世帯】
　所得0万円（給与収入65万円以下）
　固定資産税なし

105世帯 (5.3%) 20,600円 21,500円 ＋900円

3-1
65～74歳【1人世帯】
　所得0円（年金収入120万円以下）
　固定資産税なし

61世帯 (3.1%) 16,800円 17,600円 ＋800円

3-2
65～74歳【1人世帯】
　所得0円（年金収入120万円以下）
　固定資産税10万円

29世帯 (1.5%) 25,800円 17,600円 ▲8,200円

4-1
65～74歳【1人世帯】
　所得100万円（年金収入220万円）
　固定資産税なし

96世帯 (4.8%) 107,200円 114,700円 ＋7,500円

4-2
65～74歳【1人世帯】
　所得100万円（年金収入220万円）
　固定資産税10万円

63世帯 (3.2%) 116,200円 114,700円 ▲1,500円

5-1
65～74歳夫婦【2人世帯】
　所得200万円（年金収入320万円）
　固定資産税なし

17世帯 (0.9%) 212,800円 230,200円 ＋17,400円

5-2
65～74歳夫婦【2人世帯】
　所得200万円（年金収入320万円）
　固定資産税10万円

7世帯 (0.4%) 221,800円 230,200円 ＋8,400円

6-1
40～64歳夫婦＋子2人【4人世帯】
　所得300万円（給与収入443万円）
　固定資産税なし

3世帯 (0.2%) 403,300円 437,400円 ＋34,100円

6-2
40～64歳夫婦＋子2人【4人世帯】
　所得300万円（給与収入443万円）
　固定資産税10万円

1世帯 (0.1%) 413,800円 437,400円 ＋23,600円

7-1
40～64歳夫婦＋子1人【3人世帯】
　所得400万円（給与収入568万円）
　固定資産税なし

2世帯 (0.1%) 462,500円 502,600円 ＋40,100円

7-2
40～64歳夫婦＋子1人【3人世帯】
　所得400万円（給与収入568万円）
　固定資産税10万円

3世帯 (0.2%) 473,000円 502,600円 ＋29,600円

世帯数は令和元年９月末現在 世帯数の抽出条件・・・所得：±50万円以内　　固定資産税：±5万円以内

全1,991世帯
モデル世帯

世帯数（割合） Ｈ31年度
（現行）

Ｒ2年度
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（４）国民健康保険税率改定に伴う国民健康保険税増減額別の世帯数 
 

　 ６万円以上 6世帯 (0.3%)

　 ４万円以上　　６万円未満 48世帯 (2.4%)

　 ２万円以上　　４万円未満 280世帯 (14.1%)

　 　　　　　　　２万円未満 1,263世帯 (63.4%)

増額世帯計 1,597世帯 (80.2%)

1世帯 (0.1%)

　 　　　　　　　２万円未満 299世帯 (15.0%)

　 ２万円以上　　４万円未満 35世帯 (1.8%)

　 ４万円以上　　６万円未満 25世帯 (1.3%)

　 ６万円以上 34世帯 (1.7%)

減額世帯計 393世帯 (19.7%)

1,991世帯 (100.0%)

※令和元年９月末現在の被保険者データで試算

合計世帯数

世帯数（割合）Ｒ2年度国保税増減額（対Ｈ31年度）

増減なし

増
額

減
額

 

 

（５）国民健康保険税率改定後の法定外繰入金の解消シミュレーション 
 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目

H30年度 H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

（計画） 97,119,000円 83,518,000円 69,912,000円 56,564,000円 39,589,000円 22,806,000円 0円

（実績） 87,692,000円 72,482,000円 63,449,000円 43,326,000円

（※）法定外繰入金（実績）のＨ29,30年度は決算額、Ｈ31年度は当初予算額、Ｒ2年度はＲ2年度税率案で試算した当初予算額（案）

Ｈ29年度

法定外繰入金
（※）

区分
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２ 豊山町国民健康保険税条例の一部改正（案） 

（１）国保税率改定関係 
 

令和２年度の国民健康保険税について、資料２ページの国民健康保険税率（案）に改定するため、豊山町国民健康保険税条例の改

正を行う。 

条例 改正の概要 

第３条 医療給付費分 所得割率     ５．７２％ →   ６．２０％ 

第４条 → 削除 医療給付費分 資産割率     ６．６０％ →      ０％ 

第５条 医療給付費分 均等割額   ２２，４００円 → ２４，４００円 

第６条 後期支援金分 所得割率     １．８７％ →   ２．０６％ 

第７条 → 削除 後期支援金分 資産割率     ２．４０％ →      ０％ 

第７条の２ 後期支援金分 均等割額    ７，３００円 →  ７，９００円 

第８条 介護納付金分 所得割率     １．３０％ →   １．４３％ 

第９条 → 削除 介護納付金分 資産割率     １．５０％ →      ０％ 

第９条の２ 介護納付金分 均等割額    ７，６００円 →  ８，０００円 

第２３条 税率改定に伴う均等割の軽減額の改正 

① ７割軽減  医療給付費分  １５，６８０円 → １７，０８０円 

後期支援金分   ５，１１０円 →  ５，５３０円 

        介護納付金分   ５，３２０円 →  ５，６００円 

② ５割軽減  医療給付費分  １１，２００円 → １２，２００円 

後期支援金分   ３，６５０円 →  ３，９５０円 

        介護納付金分   ３，８００円 →  ４，０００円 

③ ２割軽減  医療給付費分   ４，４８０円 →  ４，８８０円 

後期支援金分   １，４６０円 →  １，５８０円 

        介護納付金分   １，５２０円 →  １，６００円 
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（２）賦課限度額引き上げ関係 
 

地方税法施行令等の一部を改正する政令が平成３１年３月３１日に公布され、平成３１年４月１日から施行されたことに伴い 

下記のとおり賦課限度額を改定し、豊山町国民健康保険税条例の改正を行う。 

  

 

 

条例 改正の概要 

第２条２項 医療給付費分 賦課限度額 ５８０，０００円 → ６１０，０００円 

第２３条 医療給付費分 賦課限度額 ５８０，０００円 → ６１０，０００円 

 

 

（３）施行期日 

 

令和２年４月１日から施行する。 

  

〇限度額引き上げによる影響額 

区分 増減 

医療給付費 ＋１１３万円 

後期支援金 ±０円 

介護納付金 ±０円 

計 ＋１１３万円 

〇限度額引き上げによる影響世帯数 

区分 改正前 改正後 増減 

医療給付費 
４０世帯 

（2.0%） 

３６世帯 

（１.8%） 

▲４世帯 

（▲0.2％） 

後期支援金 
３７世帯 

（1.9%） 

３７世帯 

（1.9%） 

±０世帯 

（－％） 

介護納付金 
９世帯 

（1.0%） 

９世帯 

（1.0%） 

±０世帯 

（－％） 



- 7 - 

 

３ 国民健康保険事業費納付金等及び市町村標準保険料率の本算定結果 

令和２年１月１５日に愛知県から『国民健康保険事業費納付金等の本算定結果』が示された。 

 

（１）国民健康保険事業費納付金【本算定結果】 

 

豊山町の国民健康保険事業費納付金【本算定結果：一般】 

Ｒ2本算定結果
①

Ｒ2仮算定結果
②

Ｈ31本算定結果
③

Ｒ2仮算定との差
＝①－②

Ｈ31本算定との差
＝①－③

449,054,469円 452,643,151円 458,593,141円 ▲3,588,682円 ▲9,538,672円
 

 

豊山町の一人当たりの納付金 

一人当りの納付金 順位（※） 一人当りの納付金 順位（※）

豊山町 136,782円 28位 135,638円 27位 1,144円

県平均 137,313円 ― 137,978円 ― ▲665円

Ｈ31本算定との差
＝①－③

※　順位は全５４市町村中、高い順

Ｒ2本算定結果　①
市町村名

Ｈ31本算定結果　③
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（２）豊山町の標準保険料率【本算定結果】 

 

R2本算定結果
応能応益
割合

H31本算定結果
応能応益
割合

R2年度
国保税率（案）

応能応益
割合

所得割 5.89% 6.50% 6.20%

資産割 - - 0.00%

均等割 24,118円 26,356円 24,400円

平等割 16,814円 18,715円 19,700円

所得割 2.11% 2.07% 2.06%

資産割 - - 0.00%

均等割 8,502円 8,308円 7,900円

平等割 5,927円 5,899円 7,000円

所得割 1.96% 1.87% 1.43%

資産割 - - 0.00%

均等割 10,115円 9,776円 8,000円

平等割 5,145円 4,642円 5,300円

所得割 9.96% 10.44% 9.69%

資産割 - - 0.00%

均等割 42,735円 44,440円 40,300円

平等割 27,886円 29,256円 32,000円

395,073,000円 395,838,000円 384,037,000円

357,087,000円 357,629,000円 346,535,000円

106,689円 105,682円 103,536円

（※１）令和元年９月末現在の被保険者データで試算　 被保険者数（一般） 3,347人

（※２）調定額は賦課総額から軽減額を控除した額

54.7

45.3

55.1

56.0

44.0

55.7

56.3

43.7

56.2

43.8

57.7

一人当たりの調定額

賦課総額（一般）（※１）

調定額（一般）（※２）

区分

医
療

後
期

介
護

計

44.3

54.5

45.5

44.9

57.3

42.742.4

 



- 9 - 

 

豊山町国民健康保険データヘルス計画について【協議事項】 

１ データヘルス計画の概要 

（１）策定の背景 

少子高齢化や疾病構造の変化が進み、生活習慣及び社会環境の改善を通じて国民の健康増進を図る一層の取組みが求められる中、平成

２５年６月１４日に閣議決定された「日本再興戦略」において、医療保険者はレセプト（診療報酬明細書）等のデータの分析や分析結果

に基づき加入者の健康保持増進のための事業計画として「データヘルス計画」を作成・公表、事業実施、評価等の取組をする必要がある

との方針が示された。また、平成２６年３月３１日に「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」が改正されたことによ

り、市町村国保保険者は、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るために、「デ

ータヘルス計画」を策定し、保健事業の実施及び評価を行うことが努力義務とされた。 

 

（２）計画期間 

第３期特定健康診査等実施計画と最終年度を合わせ、令和２年度から令和５年度までの４年間とする。 

 

（３）計画の評価・見直し 

最終年度となる令和５年度に、計画に掲げる目標について達成状況の評価を行う。また、計画の期間中においても、各保健事業におけ

る目標の達成状況や実施状況などにより、ＰＤＣＡサイクルに沿って評価し・見直しを行う。その際には、他部署との意見交換の場にお

いて検討するとともに、本運営協議会や愛知県国民健康保険団体連合会が設置した「支援・評価委員会」の指導・助言を受けるものとす

る。 
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２ 健康課題と目的・目標 

（１）豊山町国保被保険者の健康課題 

①脳血管疾患、虚血性心疾患の１人当たりの医療費が県より高い 

②治療が必要な生活習慣病リスク保有者のうち、未治療率が県より高い 

③特定健診受診率が県より低い 

④喫煙、飲酒量過多、朝食欠食、就寝前夕食、早食い等の生活習慣がある被保険者が多い 

 

（２）計画の最終目的 

・健康寿命の延伸 

・生活習慣病の重症化予防 

・医療費の適正化 

 

（３）目的達成のための目標 

①被保険者が、特定健診等の受診により、自らの健康状態を把握する機会を毎年持てるようになること 

②生活習慣病リスク保有者が、適切な治療と特定保健指導による生活習慣の改善で、重症化や合併症の発生を予防すること 

③被保険者が、自らの健康管理に関する知識と意識を高め、自主的に健康づくりに取り組むことができるようになること 

④被保険者が、ジェネリック医薬品を正しく理解し、積極的に活用できるようになること 
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３ 実施する保健事業 

 
  

対象者 アウトプット アウトカム

特定健康診査※
メタボリックシンドロームに着目し
た項目を検査し、特定保健指導の対
象者を抽出する

町国民健康保険加入者
受診率
37.7％

健診体制の充
実

特定健診受診勧奨事
業

特定健診受診率の向上 町国民健康保険加入者
勧奨ハガキ、電
話勧奨ともに年
１回

実施回数
１回以上

健康診査結果説明会
生活習慣の改善及び早期受診・早期
治療を図る

集団健診受診者
参加者
917人

実施体制の整
備

成人健康診査
若い年代からの生活習慣病を予防す
る

他に受診の機会がない町
民

受診者
56人

健診体制の充
実

・受診率

胃がん 胃がん 11.1% 29.0％以上

大腸がん 大腸がん 41.0% 50.0％以上

肺がん 肺がん 49.8% 42.0％以上

前立腺がん 前立腺がん 50歳以上の男性 49.0% 50.0％以上

子宮がん 子宮がん 20歳以上の女性 19.9% 40.0％以上

30～39歳の女性 28.3% 38.0％以上

40歳以上の女性 29.5% 38.0％以上

がん検診精検未受診
者受診勧奨

医療機関未受診者の減少を図り、が
んの早期発見・早期治療につなげる

がん検診受診者で結果が
精密検査となった者のう
ち、医療機関未受診者

がん検診精検
受診率
88.0％

実施数（受診
勧奨実施者数
/対象者数）

保健事業補助金
特定健診等の受診から医療機関での
治療へ移行する際の負担を減らし、
早期治療につなげる

町国民健康保険加入者 ５５件 補助実施数

目標 実施内容

集団健診（保健センター）と個別健診
（指定医療機関）で実施

集団健診受診者全員に、健診結果の説
明、保健指導及び受診勧奨を保健セン
ターで実施

目的
対象

年齢等

40～74歳

目標値

1

対象者に電話で受診勧奨を実施

要精密検査となった項目の初回検査に係
る医療費のうち、自己負担分を補助
（上限15,000円）

40歳以上

他に受診の機会がない町
民

勧奨ハガキの送付と電話勧奨を実施

現状
（平成30年度実

績）

集団健診で実施

事業名

乳がん

がん検診

集団検診（保健センター）
と個別検診（指定医療機
関）で実施
特定の年齢に無料クーポン
券（子宮がん、乳がん、大
腸がん）を配布

がんの予防及び早期発見を推進する

・特定健診受診
率60％以上
・5年連続未受診
者割合の減少

・精密検査受診
率の向上
・標準化死亡比
の減少
男性91.4以下、
女性94.7以下

30～74歳

30歳以上

乳がん

―

40～74歳

40～74歳
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対象者 アウトプット アウトカム

特定保健指導※
生活習慣病の発症及び重症化を予防
する

特定健診受診者のうち、
特定保健指導対象者

対象者94人
利用率62.8％

実施率60％

・特定保健指導
対象者の減少率
の増加
・メタボリック
シンドローム該
当者及び予備群
の減少
予備群9.0％以
下、該当者
10.0％以下

有所見者への受診勧
奨

医療機関未受診者の減少を図り、生
活習慣病の重症化を予防する

集団健診受診者 ―
実施数（受診
勧奨実施者数
/対象者数）

・受診率
・未治療率の低
下

糖尿病性腎症重症化
予防事業
（令和２年度より事
業開始）

糖尿病の重症化及び人工透析への移
行抑制

特定健診受診者のうち、
事業対象者

―
実施数（受診
勧奨実施者数
/対象者数）

・受診率
・治療継続者の
増加
75.0％以上

生活習慣に関する知識の普及を図る 商工会健診受診者 ―
実施回数1回
以上

健康づくりに関する知識の普及・啓
発を図る

商工会加入者 1回
実施回数1回
以上

とよやま健康マイ
レージ事業

健康づくりの意識向上と取組の推進
を図る

町在住、在勤者
407人
（16歳以上＋
保護者）

まいか発行数

成人健康相談
健康に関する不安の軽減と健康づく
りの支援を行う

町民
利用者
７人

利用者数

健康・福祉フェス
ティバル

健康づくりに関する知識の普及・啓
発を図る

町民

延939人
（健康づくり、食
生活、歯科、まい

か）

参加者数

後発医薬品の使用促
進

医薬品、調剤料の自己負担を軽減す
るとともに医療費の削減を図る

町国民健康保険加入者 年２回
実施回数
２回以上

医療費通知
自身の医療費を把握してもらうとと
もに、請求ミスなどを防止し、医療
費の適正化を図る

町国民健康保険加入者 年３回
実施回数
３回

※赤字：第2次とよやま健康づくり21計画目標値※特定健診及び特定保健指導についての詳しい内容は
　「第３期特定健康診査等実施計画」を参照してください。

40～70歳

―

―

16歳以上

目標 実施内容

メタボリックシンドローム該当者及び予
備群を対象に保健センターで実施

目的
対象

年齢等

目標値

4

3

2

・後発医薬品差額通知の送付
・ジェネリック医薬品希望シール、カー
ドの配布

医療費通知の送付

・健診受診や健康づくりへの取組をする
ことでポイントを付与
・ポイント到達者に優待カードを交付

現状
（平成30年度実

績）

事業名

健康づくりや食生活に関するコーナー等
で啓発活動を実施

健康に関する相談を保健センターで実施

商工会との地域職域
連携

生活習慣についての健康教育を健診時に
実施

「働く人のための健康づくりガイド」の
配布

特定健診受診者のうち、対象者に受診勧
奨及び保健指導を、保健センターで実施

特定健診受診者のうち、受診勧奨値の者
に対して、必要に応じて電話で受診勧奨
を実施

・医療費の動向

・健康だと感じ
ている者の増加
83％以上

・身体活動量の
増加
男性37.0％以
上、女性43.0％
以上

・肥満者の割合
の減少
男性23.0％以
下、女性9.1％以
下

40～74歳

30～74歳

―

―

―

―
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豊山町国民健康保険の状況について【報告事項】 

１ 被保険者数の推移 

 

 

 

 

  

■全体

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

一般 4,160人 3,868人 3,679人 3,446人 3,285人

退職 85人 42人 7人 2人 0人

全体計 4,245人 3,910人 3,686人 3,448人 3,285人

対前年度比 - ▲335人 ▲224人 ▲238人 ▲163人

町人口 15,394人 15,544人 15,726人 15,789人 15,743人

加入割合 27.6% 25.2% 23.4% 21.8% 20.9%

国保世帯数 2,385世帯 2,275世帯 2,188世帯 2,027世帯 1,965世帯

町世帯数 6,326世帯 6,433世帯 6,592世帯 6,698世帯 6,754世帯

加入割合 37.7% 35.4% 33.2% 30.3% 29.1%

　※人数、世帯数は年度末現在　　※R1年度はR2年1月末現在

■【再掲】0～6歳（未就学）

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

0～6歳計 195人 155人 137人 134人 130人

対前年度比 － ▲40人 ▲18人 ▲3人 ▲4人

構成割合 4.6% 4.0% 3.7% 3.9% 4.0%

■【再掲】7～64歳

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

7～64歳計 2,595人 2,363人 2,188人 2,053人 1,936人

対前年度比 － ▲232人 ▲175人 ▲135人 ▲117人

構成割合 61.1% 60.4% 59.4% 59.5% 58.9%

■【再掲】65～74歳（前期高齢者）

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

65～74歳計 1,455人 1,392人 1,361人 1,261人 1,219人

対前年度比 － ▲63人 ▲31人 ▲100人 ▲42人

構成割合 34.3% 35.6% 36.9% 36.6% 37.1%
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２ 被保険者１人当たりの医療費の推移 

 

 

 

■全体

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

全体計 298,536円 271,774円 295,760円 301,779円 308,421円

▲26,762円 23,986円 6,019円 6,642円

(▲9.0%) (8.8%) (2.0%) (2.2%)

受診件数 15.9件 16.0件 15.7件 17.1件 17.7件
県下平均 318,912円 321,748円 328,700円 未公表 未公表
県内順位 8位 2位 2位 未公表 未公表

■【再掲】0～6歳（未就学）
Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

0～6歳計 220,977円 162,224円 162,210円 161,354円 177,949円
▲58,753円 ▲14円 ▲856円 16,595円
(▲26.6%) (▲0.0%) (▲0.5%) (10.3%)

受診件数 19.5件 19.9件 18.1件 19.9件 17.2件

■【再掲】7～64歳
Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

65～74歳計 191,702円 176,983円 210,090円 194,590円 228,937円
▲14,719円 33,107円 ▲15,500円 34,347円
(▲7.7%) (18.7%) (▲7.4%) (17.7%)

受診件数 10.8件 10.9件 10.9件 10.8件 12.4件

■【再掲】65～74歳（前期高齢）
Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度

7～64歳計 502,777円 449,905円 448,110円 504,804円 448,617円
▲52,872円 ▲1,795円 56,694円 ▲56,187円
(▲10.5%) (▲0.4%) (12.7%) (▲11.1%)

受診件数 24.7件 24.3件 24.2件 24.6件 26.1件

対前年度比 －

対前年度比 －

　※R1年度は決算見込額　※県内順位は医療費の低い順

対前年度比 －

対前年度比 －
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３ 課税・収納の状況 

（１）１人当たりの調定額（現年度分） 

 

（２）収納率（現年度分） 

 

（３）収納率（過年度分） 

 

 

４ 法定外繰入金の推移 

（１）法定外繰入金 

 

（２）１人当たりの法定外繰入金 

 

年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度

調定額 84,195円 86,383円 88,086円 91,822円 95,754円

2,188円 1,703円 3,736円 3,932円

(2.6%) (2.0%) (4.2%) (4.3%)
対前年度比 －

年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度

収納額 89.08% 88.82% 89.87% 89.35% 89.61%

対前年度比 － ▲0.26% 1.06% ▲0.52% 0.26%

年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度

収納額 21.98% 25.60% 29.63% 24.42% 28.87%

対前年度比 － 3.62% 4.03% ▲5.21% 4.45%

年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度

法定外繰入金 12,529万円 8,769万円 7,248万円 6,345万円 4,333万円

▲3,760万円 ▲1,521万円 ▲903万円 ▲2,012万円

(▲30.0%) (▲17.3%) (▲12.5%) (▲31.7%)

※Ｈ29～Ｈ30年度は決算額、R1～R2年度は当初予算額

対前年度比 －

年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 R2年度

法定外繰入金 30,493円 23,790円 21,021円 18,741円 12,945円

▲6,703円 ▲2,769円 ▲2,280円 ▲5,796円

(▲22.0%) (▲11.6%) (▲10.8%) (▲30.9%)

※Ｈ29～Ｈ30年度は決算額、R1～R2年度は当初予算額

対前年度比 －
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制度改正について【その他】 

１ 国民健康保険税における「軽減制度」の改正について（令和２年 4月 1 日実施） 

低所得者に対する軽減措置として、応益分保険料（均等割、平等割）を、所得に応じて７割・５割・２割軽減する仕組みがあるが、

５割軽減と２割軽減について、物価上昇の影響で軽減対象が減少しないよう軽減判定所得の基準額が下記のとおり改正される。 

■改正内容 

軽減種別 改正 軽減基準所得（世帯主及び国保加入者等の合計所得） 

５割軽減 
改正前 ３３万円＋２８万円×（国保加入者等の人数）以下 

改正後 ３３万円＋２８．５万円×（国保加入者等の人数）以下 

２割軽減 
改正前 ３３万円＋５１万円×（国保加入者等の人数）以下 

改正後 ３３万円＋５２万円×（国保加入者等の人数）以下 

 

■改正による影響について 

軽減種別 保険税影響額

５割軽減 263世帯 (13.84%) 268世帯 (14.11%) 5世帯 (0.26%) ▲164,000円

２割軽減 230世帯 (12.11%) 231世帯 (12.16%) 1世帯 (0.05%) ▲48,000円

▲212,000円

※全世帯数：1,900世帯 ※令和元年９月末現在の被保険者データを基に令和２年度予定税率を用いて算出

改正前 増減改正後

計

 

 

■モデル世帯 

①40～64歳【1人世帯】給与収入1,265,000円 固定資産税なし  

改正前： ８０，６００円（２割軽減） → 改正後：６３，７００円（５割軽減）  増減：▲１６，９００円 

②40～64歳【1人世帯】給与収入1,500,000円 固定資産税なし  

改正前：１１５，４００円（軽減なし） → 改正後：１０８，１００円（２割軽減）  増減：▲７，３００円 


